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　　　　新春座談会　『２１世紀を迎えて　―茨城県工業技術躍進への期待―　』新春座談会　『２１世紀を迎えて　―茨城県工業技術躍進への期待―　』新春座談会　『２１世紀を迎えて　―茨城県工業技術躍進への期待―　』新春座談会　『２１世紀を迎えて　―茨城県工業技術躍進への期待―　』

日　時： 平成１３年１月１０日　　場　所： 水戸プラザホテル

出席者： 茨城県商工労働部長  鈴木　英夫　氏

　　　　 茨城県技術士会　会長 阪本　三郎

　　　　 茨城県技術士会　顧問 永田　一良(日立エンジニアリング㈱　取締役社長)

　　　　 茨城県技術士会　監事 林　洋（林技術士事務所　所長）

  (司会) 茨城県技術士会　副会長 矢田　恒二

(矢田) (矢田) (矢田) (矢田)     本日は県から鈴木商工労働部長にお出で

頂きました。技術士会側は、企業を代表して日立エ

ンジニアリングの永田社長、阪本技術士会会長、林

監事、私、副会長の矢田です。

　 ２１世紀が始まり、技術を振興しなければいけない

ということが大方の意見として同意されていると思い

ます。その中で、技術士会、あるいは技術士の果た

す役割がこれから重要になってきますが、その中

で、茨城県技術士会のメンバは、この地域に住んで

いるわけですから、県の施策を斟酌して活動しなけ

ればいけないということもあり、県のご意向、これから

の施策をお伺いしながらディスカッションさせていた

だくということでこの座談会を開かせて頂きました。

　 最初に技術士会として、今どうなっているのかを

阪本会長から簡単にご説明ください。

(阪本)　(阪本)　(阪本)　(阪本)　  茨城県技術士会は、

日本技術士会の下部組織と

して、平成１０年４月２４日に

発足しました。我々は科学技

術庁に登録されている技術

士で、高度で専門的な能力

を有していると言われている

軍団ですが、何と言っても地

方でやるわけですから、地

域住民、地方自治体、および企業に対する科学技

術の向上と県民経済の発展に貢献していくことを目

的として進んできました。もうひとつは会員の相互親

睦を図るということです。

　　　　－県の施策と一緒に地域密着型で－－県の施策と一緒に地域密着型で－－県の施策と一緒に地域密着型で－－県の施策と一緒に地域密着型で－

　全１９部門の専門分野のうち１７分野の技術士が１

１０名でスタートし、当時の小瀬茨城県出納長さんに

もご支援頂きました。現在、茨城県技術士会のPRも

含めて、技術教育とか、易しくコストダウンすることを

普及する会であるとか、ISO関連の指導、IT関連の

技術支援、特許関係、環境問題と全部で７つのプロ

ジェクトを立ち上げ、これを中心に活動しておりま

す。また、茨城県を大きく３つに分け、さらに地域に

密着した活動が出来るようにすべく、日立地区、水

戸・ひたちなか地区、つくば地区の３地区で夫々

技術サロンやセミナーなどを開きながら地域の諸

問題を研究していこうと活動しております。今回、

県の鈴木商工労働部長とお会いできてうれしく

思っておりますが、我々の目指している地域密着

型の活動をするためにも県の施策と一緒になって

やらせて頂くのが一番効率的だと考えております

ので、どうぞよろしくお願い致します。

(矢田)(矢田)(矢田)(矢田) 　県の方では、茨城県長期総合計画を改定

され、独創的な研究開発の振興が大きな柱になっ

ていると思いますので、その辺からお話いただけま

せんか。

(鈴木)(鈴木)(鈴木)(鈴木)　今日はこの様な

会にお招き頂きありがと

うございます。

　日頃から技術士会の

皆様には独創的な中小

企業や自立化する中小

企業を支援するための

テクノエキスパート制度

等で大変ご支援を戴い

ており厚くお礼申し上げます。

　　　　　　－競争力ある産業づくりを－－競争力ある産業づくりを－－競争力ある産業づくりを－－競争力ある産業づくりを－

　 私ども県と致しましては、科学技術の振興や技

術の成果を活用した新産業の育成や中小企業の

経営革新といったものが非常に重要な課題になっ

ております。特に新長期総合計画が昨年１２月１日

に決定されました。そのなかで２１世紀に向けて茨

城の発展を支えていくために、『愛されるいばらき

づくりプロジェクト』ということで１２のプロジェクトを

策定しております。特に、『競争力ある産業づくりプ

ロジェクト』がその中に位置付けられておりまして、

具体的には、第一に『いばらき未来産業プロジェク

ト』の推進があります。これは従来の色々な、創造

的技術開発とか、中小企業支援などを体系的に纏

め、スピードアップして新たな産業をおこそうという

ことが趣旨でございます。

　特に重要なのは科学技術の資源を活用した産

学官連携による研究開発の支援をしていこうという

ことです。県と致しましては５つの分野すなわち、

電子情報、バイオテクノロジー、医療福祉、新製造
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環境分野を重点に創業や新分野進出を後押しし

ようといっております。これは具体的には長期総合

計画が出る前、去年の３月に『茨城県未来産業創

出基本方針』を作り、具体的方向性を取り纏めて

おります。それを受けて産学官の連携を支援した

り、そこから生れてくるベンチャー企業についての

開業促進策、新しい融資制度を去年からスタート

させ、また従来からもやっておりますが、ベン

チャーに対する投資制度を充実してまいりました。

　　もうひとつ重要なのは、創業する際のさまざま

の相談に対応できるように、『ベンチャープラザ』を

去年の７月にスタートさせております。これはもう少

し遡りますが、『茨城県未来産業創出基本方針』

を作る際に、『いばらき未来産業支援会議』を設

け、県と、県内の５１の産業支援機関、大学、国立

研究所の皆さんにメンバーになって頂きまして、そ

の連携のもとに茨城から新しい産業を生み出そう

ということをスタートいたしました。こうした連携を引

継いだ形でこのプラザを作り、そこに行けば基本

的には全ての中小企業の相談が受けられる、ま

た、非常に高度な相談が受けられるような体制を

整備をさせて頂きました。これには半年で430件程

の相談がございまして、特に強力に推進しており

ます生産技術関係は61件、創業は29件の相談件

数がございました。全体としては金融などの相談

が多いのですが、既に４社が創業をしたという実

績も出ております。先程申し上げました新しい創

業活動を支援する融資制度は拡充をしまして、平

成１２年度は前年の同じ時期と比較しますと、件数

で１．７倍、金額で２．１倍ということで、新しい制度

を作ったことにより創業活動への支援ができてい

ると考えております。今後はこのプロジェクトを２年

くらいの計画で拡充をしていくわけですが、特にＩ

Ｔの技術をうまく取り入れながら今後ともより良いも

のを作って行こうと考えております。

　 先ほど、全ての相談がこの窓口でできると申し

ましたが、例えば中小企業の研究開発に対する

助成とか、テクノエキスパート制度、マネジメントエ

キスパートなどの窓口を一本化しております。『ベ

ンチャプラザ』は水戸の中小企業振興公社の中に

設置しておりますが、これは中小企業経営支援法

という法律に基づくもので、『茨城県中小企業支

援センター』という位置付けになっており、その相

談窓口として、総括テクノエキスパートの方とか、

総括的マネジメントエキスパートの方に常駐して

頂き、さらに民間から６人のコーディネータといい

ますか相談員の方に来て頂いています。

　　　　　－双方向に産業情報を公開 －　　　　　－双方向に産業情報を公開 －　　　　　－双方向に産業情報を公開 －　　　　　－双方向に産業情報を公開 －

  今後の課題ですが、ＩＴ、ネットワークをうまく使っ

た産学官の連携とか、新しい産業創業の支援を

やっていこうということで、一つの考え方として、そ

のような産業情報を全て集約できたような『茨城ビ

ジネスサイト』のようなものを作ってゆきたいと考え

ております。その中で、企業の皆さんの課題として

は先ず、新しい物を目指して行く上での技術情報

が必要ですので、いま、国立研究所や大学にお

願いして、企業に移転できる技術情報をまとめて

頂いております。それを中小企業の皆さんにうま

く、翻訳とまでは言えませんが、判りやすい情報と

して纏めておりまして、その情報を来年度からイン

ターネットの上で公開をするということにしておりま

す。

　さらに進んで、インターネットで技術情報を公開

するだけでなく、検索ができ、さらに、実際に研究

しておられる方と直接インターネット上で対話が出

来るといった、双方向のシステムを作りたいと考え

ております。現在、約1､000件を超える技術情報

がそれに載せられていく予定にあります。そういっ

たものをうまく活用して、創業活動とか中小企業の

みなさんが新しい技術を導入して新しい製品を開

発するといったことにも役に立つのではないかと

考えております。同時に同じホームページと言い

ますか、ソフトの中で、中小企業の方は製品は

作ったんだがその製品を売るのがまた大変という

わけで、受発注お見合いシステムのようなシステ

ムを同じサイトの中で作っていきたい。それで技術

も、新製品も同じサイトの中で検索や交流が出来

るという新しいビジネスサイトを作っていきたいと考

えております。　これが『いばらき未来産業プロ

ジェクト』の推進でございます。

　　　　　　　－先端的研究開発を促進－　　　　　－先端的研究開発を促進－　　　　　－先端的研究開発を促進－　　　　　－先端的研究開発を促進－

　 二つ目としましては、『先端的研究開発の促進』

ということで、科学技術に関して、東海村に『大強

度陽子加速器』というものができることになりまし

た。これは陽子を加速することにより出てくる中性

子を活用した研究開発なのですが、生命・物質科

学の分野に於いて新しい産業を生み出す大きな

力になると思われます。将来的には核融合施設『Ｉ

ＴＥＲ』の誘致運動も進めておりまして、これらを合

せて、県では『サイエンスフロンティア２１』構想を

作成していくことになっており、この構想とを合せ

て、茨城全体の科学技術をもっと幅広く、もっと高

度にしていくプロジェクトがどんどん２１世紀に向

けて進んでいくということでございます。
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　　　　　　　－産学官が連携し交流促進－　－産学官が連携し交流促進－　－産学官が連携し交流促進－　－産学官が連携し交流促進－

　それから、つくばとの関係で申しますと、もうひとつ

去年の新しい動きとして、『つくばサイエンスアカデ

ミー』というものが設立されました。これはつくばを中

心とする科学者の皆さんが、従来の縦割り的な分野

ごとの研究にとらわれず、分野を超えて研究者の交

流を行っていく、科学技術の知識を子供達に伝えて

いく、それから科学技術を産業に生かすという三つ

の目標で１１月に発足を致しまして、会長に江崎玲

於奈博士が就任され、名誉会員にノーベル化学賞

を受賞された白川先生が就任されました。この様な

横断的な組織は日本では初めてで、所謂従来の学

会ではない自由な交流が出来る、産学官連携した、

民間の研究者も大学の研究者も、国立研究所の研

究者も入って交流を促進することによって益々科学

技術全体の中身を充実し、素晴らしい研究が出来る

ように支援していくと共に、その中から新しい産業を

生み出してくれるような期待をしております。こうした

『つくばサイエンスアカデミー』の活動とうまく連携を

取りながら、さっき申しました『いばらき未来産業プロ

ジェクト』の推進をして参りたいと考えております。

   したがいまして、私が非常に重要だと思いますの

は、最近、国立大学も、国立研究所も独立行政法人

化の波が出てきて、研究者は社会に貢献しなけれ

ばいけないという考えになってきました。その結果と

して、研究者自らがどういう分野に応用が出来て、ど

ういう将来のシステム、新しい商品、新しい機能等を

考えていかなければならない時代になってまいりま

すので、そういった機会をうまく捉えて、新しい産業

が生み出せるようなチャンスがどんどん広がってくる

ということだと思います。

　　　－技術の翻訳のため技術士が支援を－－技術の翻訳のため技術士が支援を－－技術の翻訳のため技術士が支援を－－技術の翻訳のため技術士が支援を－

   その中でも、技術士の皆さんとの関係は非常に重

要で、中小企業は高度な科学技術をそのまますぐ

使えるわけではありませんし、皆さん方が支援をして

いただくことによって、技術を翻訳し、中小企業に

とって本当にどれだけ役に立つのかを、実際に手取

り足取り指導していただく、また支援していただく、と

いうことが非常に大事だと思います。私ども、そういう

科学技術の振興と共に科学技術を移転していくた

めに、テクノエキスパートでございますとか、『つくば

サイエンスアカデミー』を通じて支援をしていく必要

があるのではないかと考えております。

(矢田)(矢田)(矢田)(矢田) 　日本の企業は既にその目線は世界に向け

られており、必ずしも地域だけに係わっているので

はないと思います。立地条件は茨城県ということで

もあり、企業の立場から永田社長は、県と企業活

動との関連をどう見ておられますか。

(永田)(永田)(永田)(永田) 　茨城県の人口は確か

３００万人を超えて、GDP含め

て多分全国の中で１０番目くら

いで、工業生産はそれより若干

順位が低いというデータがござ

います。

　一方、先程の話にございまし

たように、茨城県の中には国の

研究機関を含めて、研究機関

は沢山ありますけれども、この

技術移転と言いますか実用

化という目で見ますと、京浜地区に遥かに遅れを

とっていると言われております。これは多分、企業

側の責任が非常に大きいというのは最近、重々、

自覚しているわけでございます。

　企業として、今、我々を取り巻く環境というのは、

多分、ものすごいスピードで変わっているのだと思

います。製造業に絞りましても、対応するマーケッ

トとか、あるいはハード／ソフトの別とか、あるいは

企業の大きさとか、一概にいえる話ではないとは思

いますが、今、言われている景気の減速、為替問

題、株価問題等々を取りましても、２１世紀は、今ま

での延長線のビジネスはあり得ないと思います。

多分、解は今、話題になっておりますソリューショ

ンですとか、新しい技術、そういうもので勝負をす

る、という世界で、勝ち負けが一層鮮明になってく

ると思っています。

　　　　　　　－国との橋渡しが大切－　　－国との橋渡しが大切－　　－国との橋渡しが大切－　　－国との橋渡しが大切－

  一方、去年から始まった、例の中小企業支援

等々の国の非常に大きな施策というのがあって、

予算的に見ても、あれは１５ヶ月予算でしたでしょう

か、９３００億円くらいが付いている、従来から較べ

ると大幅増だと思います。これを如何に茨城県の

中小企業が具現化していくかという目で見た時に

は、まだまだ動きが大きな流れになっていないよう

な気がしております。今、部長のお話にございまし

た支援策、ビジュアルに何をしようとしているかが

判るようなインターネットの施策、等々伺ったわけ

ですが、所謂中小企業では、大きな企業では考え

られないくらい、全て社長さんが自分でやる、自分

でジュースを持ってくる、自分で企画立案して実行

までやる、それを全て自分でやれというのはかなり

酷だと思うわけです。その辺で如何に手間をかけ

ないでキチッとガイドしてあげられるかというのが、

やはり国との橋渡しも県にぜひお願いしたいと思

いますし、場合によっては、その辺のことをどうする
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か、実際のメニューについては、色々おっしゃったテ

クノエキスパート等々の活用もありましょうし、技術士

会といえば、技術士の方々の活用を含んで欲しい、

と総合的にはそんな感じが致しました。ぜひ、今作っ

ておられる長期計画の具現化に向け、一つひとつ、

判り易く、中小企業を取り込めるような対策、ご指導

を願えればと思っております。

(矢田)(矢田)(矢田)(矢田) 　技術士の活動を個人的な立場でやってお

られる林さんは如何でしょうか。

 (林) (林) (林) (林) 　私は１５年前に科学万

博の年に谷田部にあります自

動車研究所（JARI）を退職して、

交通事故の鑑定人として、地

域的ではなく全国区で仕事を

してきております。

　ただ、ＪＡＲＩに１５年、独立し

て１５年、合せて３０年をつくば

に住んで、筑波学園都市というのを眺めてきておりま

す。そういう目で見ますと、ある意味では茨城県は転

機に来ている、ある意味では成功のチャンス、ある意

味では難局に来ているのではないかと思います。と

いいますのは、先程の部長のお話にもありましたが、

国立研究所の独立法人化ということで、今まで、隣

に研究者出身の方がおりますのであまりはっきり言

えないのですが、論文を書いて学位を取るのが目的

だというような感じの人にもっと実用的なことをやれと

いうのがあります。もうひとつは手段として色々な技

術的な知識が非常に身軽に動き回れるようなＩＴのシ

ステムができました。今のところはアメリカ型であっ

て、情報産業とか金融システム、流通機構などです

が、これをもっと物作り、日本人の得意な物作りの技

術の知識が、冒険心のある中小企業に結びつくい

いチャンスだと思います。

　　　　　　－リスクを背負って未知を開け－　　　　　　－リスクを背負って未知を開け－　　　　　　－リスクを背負って未知を開け－　　　　　　－リスクを背負って未知を開け－

　 もうひとつは舞台というかキャンバスとして、常磐新

線周辺開発というのがあります。それをある意味では

ピンチだと言いましたのは、実は茨城県の話ですの

で、あまりきつい事を言うといかんと隣で会長がにら

んでおりますが、茨城県というのは今まで自分でリス

クを背負って、自分でお金を使ってという工業的発

展は無かったのです。

　常磐新線周辺開発というのは、今回の最初に火を

つけたのは国だけれども、いろいろな意味で県がお

金を使い、リスクを背負ってやらねばならない、ある

意味では非常に厳しい選択を迫られるというところに

きている。その中で、私は技術士として独立して鑑定

人の仕事をしておりますが、実際、率直に言って技

術士といっても活躍している人は少ない。社会的に

認知されていないのも技術士に責任があるのです

が、戦後これだけ発展してきた日本に力を出してき

たのは日本の技術士で、企業の中で、実際に物と

しての技術と格闘している人ですから、こういった

力を利用することを考えたらよいと思います。

　　　　　　　－実際的な技術者たれ－　　　　　　　－実際的な技術者たれ－　　　　　　　－実際的な技術者たれ－　　　　　　　－実際的な技術者たれ－

　何かというと行政は問題が起きると大学の先生を

集めたらよいと言います。私は鑑定の仕事で大学

の先生と喧嘩をしていますから判るのですが、コス

トとか、問題が起こった時にどうなるかとか、大学の

先生では本当に技術の厳しいところは判っていま

せん。大学の先生が知っているのは原理的なとこ

ろとか、理論的な対応をキチンとやる、物としては

実験室の中のテストスタンドですから、そういう意味

では大いに、技術士のほうも努力が足りないので

すが、行政の方も助っ人技術者をうまく利用するこ

とを考えて頂きたい。技術者の方も今まで企業の

中でお嬢ちゃんなので、世間とのお付き合いや金

繰りとかを文科出身の総務や財務とかの人にやっ

てもらっていました。まるでお稽古事に熱心なお嬢

様のように、奥座敷で設計とか実験というお稽古事

を、非常に真面目に、熱心にやっていたのが技術

者なのですね。そういう意味で世間知らずで、もっ

と世の中の権謀術数も心得て、もっと実際的になら

なければいけませんが、行政や企業の方もこれか

らはアウトソーシング社会というのも必然の方向な

のですから、我々のような野武士を利用するという

ことを大いに考えたらよいと思います。

（矢田）（矢田）（矢田）（矢田） 　これまでのところで県の方として、ご意見

はございませんか。

（鈴木）（鈴木）（鈴木）（鈴木） 　永田社長がおっしゃった通りで、９７００億

円の予算というのは殆ど金融対策だったわけで

す。金融対策によって、中小企業の倒産も減りまし

たし、そういった意味では効果は大きかったと思い

ますけれど、これから、ある意味では２年間モラトリ

アムをやったわけで、景気はその間に徐々に回復

はしてきましたけれど、この間に本当に中小企業が

力をつけて次の発展のチャンスをつかんでやって

くれたかということにかかっているわけです。何時ま

で経っても他人の力に頼っていたのでは企業とい

うのは成り立たないので、これからが本当の正念場

だとという気がしております。そういった意味でうまく

中小企業を育成してていくということも重要です。

　　　　－地域の企業のためのことは県がやる－　　　　－地域の企業のためのことは県がやる－　　　　－地域の企業のためのことは県がやる－　　　　－地域の企業のためのことは県がやる－

  国の施策との連携も重要だと思っておりますし、こ

れからも出来る限り、国の施策についても中小企
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業を活用する際に、県も色々な意味で支援をするよ

うな、お金とかそういう意味ではなく、色々な情報提

供とか申請書を書く時になったら色々なお手伝いを

するとか、そういったことも含めて支援機関とも連携を

取りながらやっていく必要があると思っております。こ

ういったことは個別に支援機関と連携を取りながら、

なるべく早い段階からお手伝いが出来るように去年く

らいから心掛けて貰うようにしております。何でも地域

の企業のためのことは県がやる、という基本的な考え

方でやっていただくとありがたいと思います。

  もう一つの課題として、ＩＴという話があるのですが、

ＩＴというのは非常に世界を小さくしております。今ま

での１８世紀に始まった産業革命は一段階、二段階

を経て、２０世紀の産業革命はまさに科学技術の世

紀だと言われてきたわけですが、一時、１９８０年代で

すか、公害問題など、科学技術の暗い面といいます

か裏の面ばかりが強調されている時代でした。２１世

紀になりまして、科学技術がもう一度脚光を浴びてき

まして、様々な難しい問題も解決できるのではないか

と、期待しております。典型的な例が、場所と時間と

いうものがものすごく凝縮し、短くなっている。そう

いった意味でグローバル化といいますか、世界は一

つになりつつあると言えます。

　　　　　　－茨城に第2のシリコンバレーを－　　　　　　－茨城に第2のシリコンバレーを－　　　　　　－茨城に第2のシリコンバレーを－　　　　　　－茨城に第2のシリコンバレーを－

  このＩＴをどうやってうまく使っていくかということが２１

世紀初頭の最大の課題だと思います。そこで、グ

ローバル化とかグローバル・スタンダードとかばかりが

強調されている中で、私が思いますのは、グローバ

ル化には対応していく必要がありますが、技術開発と

か研究開発の成果を活かしていく時に、地域性とい

うのは大変重要な要素です。結局グローバル化と言

いながら、やはり、人々が集まり、色々な知恵を出し

合って新しい物を作ってゆくというためには、地域の

中に、色々な技術を持ったり、ノウハウを持ったり、知

識をもったりする人がある程度集まっていないと、新

しい物は生れてきません。それはまさにシリコンバ

レーであり、最近色々な所でそういうクラスタというも

のができているわけです。

　　　　　　－競争力あるモノづくりを推進－　　　　　　－競争力あるモノづくりを推進－　　　　　　－競争力あるモノづくりを推進－　　　　　　－競争力あるモノづくりを推進－

  そういった意味では、茨城というのは日本の中で大

変な優位度を持っている地域だといえます。それを

まさにどうやって活かしていくかというのが２１世紀の

最大の課題で、新しい物を新しく作っていくということ

ではなく、２０年、２５年かかって出来てきた素晴らし

いものを、有効に活かすべきだというのが最大の課

題です。一方ではグローバルになっていますが、

地域性ということも重要で、地域の持っている力を

インターネットなどを利用して世界にどうやって発

信していくかということが最大の課題だと思ってお

ります。

  その中で、永田さんもおっしゃいましたが、日本

というのは物作り立国でありましたし、特に茨城の

場合は、一次産業、二次産業に対する依存度が

高い。全国平均に較べても、圧倒的に茨城の物

作りに対する依存度は高いのです。１９９０年でも

茨城県の総生産の４９%が一次、二次産業です。

その時に全国は３６％くらい。それ程製造業とか

物作りに依存した県の経済の実態です。

　それはある見方をすると、ソフト化ということに遅

れているかも知れないけれど、日本で一番力を

持っている物作り、それのコアが茨城にある。これ

もどう活かして行くかが重要な課題だと思っており

ます。それから、ＩＴと物作りをうまく融合させて、本

当に競争力のある物作り産業を作っていくというこ

とも私たちの重要な課題だと考えています。

　　　　　　　－ＩＴを使った産業支援を－　　　　　　　－ＩＴを使った産業支援を－　　　　　　　－ＩＴを使った産業支援を－　　　　　　　－ＩＴを使った産業支援を－

  先程は科学技術、研究開発に片寄った話をした

のですが、ＩＴを使った産業支援策も非常に重要

だと思っておりまして、先程申しましたビジネスサ

イトだけではなくて、製造業がＩＴを使って国際的

に競争力をもてるような、そういった産業に脱皮し

ていくための支援策も、今、県の『ＩＴ戦略会議』と

いうのを作りましてその中で検討しております。そ

の成果を来年の予算の中にも反映していきたいと

思っております。

  そういった意味で、ＩＴをどうやってうまく具現化し

ていくかということについても、個別、具体的レベ

ルまで行くと、個別中小企業の皆さんにそれを移

転していかなければいけないし、中小企業の皆さ

んがそれをよく理解した上で、うまく使えなければ

ならないということですから、テクノエキスパートと

かの皆さんの支援というのも非常に重要であると

思っております。ところで、人材という面から見ま

すとこれが足りなくて、茨城のＩＴというのは遅れて

いるというとお叱りを受けるのですが、全国のイン

ターネットを使っている中小企業というのは５８％、

これは中小企業白書のアンケート調査ですが、茨

城県は47.6％、ホームページを作っているのは全

国は36.9％に対して22.7％ということで、ある意味

では、残念ながら大変遅れている現況でございま

す。これでは益々世の中の流れに遅れてしまうの

ではないかということで、そういった面でも色々と、

ホームページを中小企業のために作ったり、それ
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をビジネスサイトに乗せて広報していくことも合せて

やって行くことが重要だと思っております。

　　　　　　　　－人材育成が大事－　　　　　　　　－人材育成が大事－　　　　　　　　－人材育成が大事－　　　　　　　　－人材育成が大事－

  その中で、人材不足というのが結構難問でございま

して、これから益々、人材を作って行くということも大

変大きな課題だと思っております。そういった意味で

もこれからは、直接、中小企業の皆さんの人材を育

成するための研修制度であるとか、県の産業技術専

門学院で、今までは中卒、高卒の人だけを中心に

やっていましたが、今度は在職者、或いは会社を辞

めて離転職される方に対する研修を大幅に拡充をし

ていきたいと考えています。特に高度な、新しい、ＩＴ

技術を使ったコースを来年度からスタートしていきた

いと考えております。こうした施策は、これからの茨城

県の発展を支えていくのに、非常に重要だと思って

おります。

（矢田）（矢田）（矢田）（矢田） 　今、ＩＴのはなしが出ましたが、ＩＴの専門会

社として永田社長はどうお考えでしょうか。

（永田）（永田）（永田）（永田） 　キチッとファクトファインディングしておられ

 ると思っております。

　　　　　－気楽にIT相談ができる場づくりを－　　　　－気楽にIT相談ができる場づくりを－　　　　－気楽にIT相談ができる場づくりを－　　　　－気楽にIT相談ができる場づくりを－

私の会社自身も情報処理の試験についてある程度

のターゲットを決めて、個人管理をやっているのです

が、その他に今はやりのＯＲＡＣＬＥですとか、ＥＲＰ

のＳＥＰとか、そういった資格が世の中でだんだんウ

エイトを持ってくるように思います。そういった資格者

は、所謂ITのビジネスをやる上では必要ですし、それ

はどんどんやってまいりますが、それとは別な切り口

で見ますと、中小企業の社長さん方にはパソコンの

専門講座は必ずしも必要ないと思います。パソコンを

買われて上級のインストラクターの教育を受ける必要

は更々なくて、どうやって開くの?　何が出たら何処の

ボタンを押すの?　これくらいで多分十分だと思うので

す。

　会社である程度パソコンをいじっていた人達は、何

が悩みかというのは逆に判っておりますので、細かい

ＦＯＲＴＲＡＮを組んだり、プログラムを組んだりか

なり高度なこととは別に、所謂、電子政府的なイ

メージに対応できる入口のところをやれる、気楽に

相談できるそういうものを作らなければと考えてお

ります。やはり、底辺を今から広げて行く必要があ

ります。それから、老人介護、福祉等で『電子政

府』で対応しますと政府が強く打ち出しています。

多分そうなると思いますが、サービス対象になって

いるお年寄りは別途ですとか、その辺をキチンとし

て置くのが大きなポイントだなあと、そんな感じで

聞かせて頂きました。

　　　－電子政府はわかり易く将来を見越して－　　　－電子政府はわかり易く将来を見越して－　　　－電子政府はわかり易く将来を見越して－　　　－電子政府はわかり易く将来を見越して－

  もう一つ話の切り口は違うのですけれど、政府が

お進めになっております『電子政府』、県がおやり

になっている『ＩＴ委員会』でしょうか、県としてのサ

イバー・ガバメント的なもの、この辺の関係がどう

なっているのかよく知りませんが、国のはまだまだ

進まないような実感で見ています。県としてぜひ、

判るビジョンを大きく絵を描いていただいて、その

中で、個々の施策を地道にやるということで、ＩＴ産

業を判り易くガイドしていただけば、キチンとした使

える物に出来るのではないかと思います。

  作る方から言いますと、個々にこうやって貰いた

いと言われますと、全体が見えないで個々のベス

トソリューション的なことに突っ込んで仕舞いがち

ですが、余り突っ込んで、個々に立派な物を作る

と全体としての統一が取れない、或いはフレキシビ

リティに欠ける、そういうシステムになるような気がし

てなりませんので、今お進めになっている『電子政

府』的なもののマクロなビジョンをカチッと押さえら

れて、それに合せてやらせていただけたら、我々

その中で、ＩＴ産業に幾らでも育っていくのではな

いかという気がいたします。すぐ言われるのは、末

端での住民台帳の関係とか、介護の話とか、サー

ビスを受ける時の話とか、そういう個々の話は割と

判り易いのですが、逆にもう少し高いお立場で、将

来を見越しながら、完成するのはここ５年とか１０年

かかるのではないかと思っておりますので、ご指導
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年とか１０年かかるのではないかと思っておりますの

で、ご指導いただけたらと思います。

（矢田）（矢田）（矢田）（矢田） 　ＩＴには、老人には非常に使い難い、馴染ま

ないというユーザレベルの側面と、『電子政府』や『電

子図書館』のように、かなりハイレベルの技術の必要

な側面があり、この二つをどうやってバランスよく動か

して行くかというのが非常に難しいのではないかと思

うのですが。

（鈴木）（鈴木）（鈴木）（鈴木） 　技術の進歩が順調にいけば今後５年くらい

の間に、テレビなどを使い、コンピュータが無くともそ

ういったサービスを受けられる状況になって来る可能

性があります。そうなれば、所謂デジタル・デバイドと

いっているお年寄りなどの対策も可能になって来るの

だと思います。そういった意味では、『電子政府』も中

途半端にやらずに、徹底してやった方がコストも下が

ります。中途半端にやると、結局複線化して、電子で

やるのと電子以外でもやれるとなると、ダブルで人が

必要になって、何のためにやっているのか判らなく

なってしまいます。どうも国全体は、地方がばらばら

でシステムを導入すると困るので、国でガイドラインで

も作って統一方針でやりたいというようなことを総務省

はおっしゃっているようです。そうすると、国のシステ

ムで全部制約を受けてしまうということもあって、地方

自治なのか、中央集権国家なのか判らないということ

になるんで、そこは難しい選択ですが、競争の世界

で都道府県が最新鋭のものを思い切って導入してい

く、それでどんどん良いものが出来て皆が真似をして

行く、そんな世界が生れるんであれば、それは非常

に良いかもしれないと思います。今までの日本のやり

方は、国が基準を決めて、その基準に該当している

ものだけ交付金を付けてあげるという世界でしたか

ら、そういう世界では良いものは出来てこないかも知

れませんね。

(永田)(永田)(永田)(永田) 　基準も大事なんですよね。

(鈴木)(鈴木)(鈴木)(鈴木)   永田さんのご意見に反対しているかもしれま

せんが、果たして国全体の基準を作ってやるのも良

いのですが、もっと大切なのは互換性を持たせること

で、これは技術進歩で相当簡単になって来ているん

だと思います。

(永田)(永田)(永田)(永田) 　多分そうなるんだと思います。

(鈴木)(鈴木)(鈴木)(鈴木) 　そういう気がしていますので、早く優秀なソフ

トを導入して、どんどんやっていった方が世の中を変

えて行けるスピードが速いのではないかという気もし

ております。これから『ＩＴ戦略会議』でも色々な意見

が出ておりますので、ご意見を伺いながら検討して行

く必要があると思っております。

(阪本)(阪本)(阪本)(阪本) 　ＩＴ関連で私が今感じているのは、ＩＴという言

葉だけが最近走ってしまっている感じがしないでもあ

りません。本質的には、少しきつい言い方をすれば、

県が今行っている施策の従来の延長の上に、唯、

ＩＴという言葉を乗せた感じがしますので、むしろ、

県の行政そのものを根本から再構築して、あるべき

２１世紀の上に、ＩＴというものをどういう風に取り組

むか、県の施策そのものをもう少し根本から考え方

を直して行く必要があるのではないかと思います。

そういう意味に立ってＩＴという情報を使っていけば

と思うのです。

　　－中小企業のＩＴに技術士の力の活用を－　　－中小企業のＩＴに技術士の力の活用を－　　－中小企業のＩＴに技術士の力の活用を－　　－中小企業のＩＴに技術士の力の活用を－

　そこで、先程の中小企業関係のＩＴというのを考え

ますと、中小企業側から見て、中小企業の経営者

が、「ＩＴという言葉は判るんだが、どういう風にした

らいいの？」という、根本の所がまだ判ってない。

言葉だけが走っているわけです。そういう意味で、

本当に中小企業に役立つような、県としての支援、

もっと彼らの立場に立った、具体的なHow-toを

伴った支援をしてやらないと、中小企業の経営者

はそれが感じ取れないわけです。 ですから、もう少

し具体的な、また、本質を突くような支援をすべき

だと思うんです。私は、県としては、永田さんが話さ

れましたが、より大きな、戦略的な所をやって頂い

て、具体的な中小企業への本質移転の所は、結

構、企業の中にも優秀な方が居られるし、我々技

術士も情報分野の技術士が沢山いるわけです。そ

ういう実際のHow-toの所については、ぜひ技術士

の力を使って頂ける仕掛け作りをぜひ県の方にお

願いしたいと思っております。我々そういうものをご

一緒にやれるものはあると思います。

(鈴木)(鈴木)(鈴木)(鈴木) 　我々は言葉だけで上滑りしているのでは

なくて、ＩＴというのは、ＩＴと殆ど関連の無い企業も

あるかもしれませんが、やはり導入していないと、

他の企業はＩＴでどんどん情報を集めたり、非常に

素早い決断が出来るようになって、例えば製造関

係では、ＩＴを入れないと受注も出来なくなって来て

います。そういった意味では、競争の社会の中で、

必要なことだと思っています。

  去年も１１月に『ＩＴフェア』で、実際に中小企業に

導入したらどうなるかという体験をして頂こうというこ

とで、開催しました。これは他の県では未だやって

いなかったのですが、先にやらさせて頂きました。

中小企業がＩＴを導入する際の問題点というのは幾

つかありまして、一つは社員の情報活用能力の向

上や、社内でＩＴ関係が出来る専門人材を確保し

ておかなければならないということ。次にＩＴ関係の

施設とかソフトを購入する資金を確保する、それか

らセキュリティの確保です。そういう順番で、ＩＴを導

入した中小企業の要望は高くなっています。他方

で、これからＩＴを導入するという方は、今、阪本さ

んおっしゃったように、適切なＩＴ化投資の内容が

判らないということと、次が資金がない、次に専門


